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１ 富山市のごみ処理の現状

（１）富山市のごみ排出量

本市の家庭ごみ排出量は、これまで様々な施策への取り組みと、市民の

分別排出の協力により、一定の減量化は進んでいるものの、横ばいの状態

が続いており、依然として全国平均を上回る状況が続いています。

1



（１）富山市のごみ排出量（続き）
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（２）富山市のごみ排出量の推移

３
事業系ごみ排出量

93,621

114,373

資源集団回収量
181，754

153，063



４

（３）ごみ処理経費の推移

※令和４年度以降、クリーンセンターの売電収入の減少や施設の維持費の増加などに伴い、
再び増加に転じることが見込まれています。

平成28年度以降、富山地区広域圏事務
組合の施設建設費の償還が順次完了し、
ごみ処理費用（単価）も減少しています。
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（３）ごみ処理経費の推移（続き）
【1トン当たり・一人当たりの処理費用の推移】
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６

（４）ごみの組成 令和３年７月調査
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（４）ごみの組成（続き） 令和３年７月調査



８

２ これまでのごみ減量化の取組み

（１）これまでの取組み
取 組 開始時期 内 容

資源集団回収事業 S54 行政回収にかわり、地域が主体となり資源物の分別回収を

実施する

ペットボトル分別回収 H9 分別回収を実施

空き缶分別回収 H9 地域の集積場で分別回収を実施

空きびん分別回収 H10 地域の集積場で分別回収を実施

資源物ステーション運営事業 H13 資源物の排出を促進するため、土曜・日曜・祝日に市内８カ

所（R4.4月現在）に開設したステーションで、資源物11品目

（R4.4月現在）を回収。

小型廃家電（H22～）、パソコン（H25～）、水銀使用製品

（R1～）など

プラスチック製容器包装分別回収 H17 地域の集積場で分別回収を実施

紙製容器包装・古紙分別回収 H17 地域の集積場で分別回収を実施
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（１）これまでの取組み（続き）
取 組 開始時期 内 容

側溝汚泥リサイクル事業 H18 地域の側溝清掃作業で発生した汚泥を回収し、リサイクル
する（H30.3事業廃止）

生ごみリサイクル事業 H18 市内13カ所で回収した生ごみを、民間施設でバイオガスや
電気エネルギーにリサイクルする（R4.3月事業廃止）

レジ袋削減チャレンジキャンペーン H19 デパートや食品スーパー等事業者との協働により、マイバッ
グを持参してレジ袋を断る、発生抑制キャンペーンを１か月
間実施

可燃ごみ固形燃料化事業 H20 資源集団回収により回収した衣類を、市内の民間リサイク
ル施設で固形燃料化する

３Ｒ推進スクール事業 H21 幼児、小学校低・中学年を対象に、３Ｒ推進スクール実施す
る ※H21から673施設で実施、約37,000人が受講

おいしいとやま食べきり運動 H21 市民生活部消費生活センターが主体となり「残さず食べき
る」食べきり運動を展開

廃食用油の回収 H22 地区センター及び各行政サービスセンターに設置してある
専用回収容器で分別回収を実施（BDF）
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（２）課 題

市民のごみ分別意識は高く、全国平均を上回るリサイクル率を維持する一

方、ごみの総排出量は、近年は横ばいの状況となっています。

これまで分別の取り組みを進めてきた中、市民の分別排出が定着してきた

一方で、「分別すれば良い」という意識の方が強く働き、そもそも、「ごみの総量

を減らそう」という『発生抑制』の意識が働きにくくなったのではないかと考え

られます。

再生利用（リサイクル）と発生抑制（リデュース）
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３ ごみ減量化目標

（１）国の目標

国は、第四次循環型社会形成推進基本計画(H30.6月策定）において、

令和７年度（２０２５年度）を目標年次として、１人１日当たりの家庭系ごみ

排出量を約４４０ｇまで削減することを目標に掲げ、循環型社会の構築を

目指しています。

約 440ｇ

出典：環境省「日本の廃棄物
処理」より作成
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（２）富山市の目標

平成２９年３月に策定した「第２次富山市一般廃棄物処理基本計画」

では、１人１日当たりのごみ排出量を令和８年度に５１４ｇとするといっ

た目標を設定しています。これは、過去１０年間のごみ減量化の進捗状

況を参考として減量化量を上積みしたものです。

（３）目指すべきごみ減量化目標

ごみの総量を減らすことで、収集運搬や焼却処理等の経費を抑える

とともに、処理施設の延命化や施設更新時のダウンサイジングによる

負担軽減が可能となります。

将来世代に負担を先送りすることなく、今から「ごみの発生抑制」に

取り組むためには、国が掲げる「１人１日あたり約４４０ｇ」という高い

目標を本市も目指し、ごみ減量化に対する意識をさらに高めることで、

循環型社会の実現に向け、大きく前進することができると考えます。
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（３）目指すべきごみ減量化目標（続き）

約
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４ 強化する取組み



取組１ ごみの分別排出の徹底と発生抑制の促進
（重点施策：生ごみ削減運動の普及啓発、多様なＩＴ媒体等を活用した情報提供）

持続可能な循環型社会を実現するためには、再生利用（リサイクル）の取り組みに加え、発生

抑制（リデュース）の取り組みを更に推進し、ごみを出さないライフスタイルへの転換が必要

です。

これからは、様々な媒体や参加の機会の創出などにより一層の周知・普及啓発を図り、一人

ひとりのごみの発生抑制行動のレベルアップを推進します。
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（１）ごみを出さない生活スタイルへの見直しに向けた
情報提供・普及啓発の強化

【取組例】

資源物ステーション

エシカル消費

分別方法の周知
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（２）発生抑制のための重点施策①
「生ごみ削減運動の普及啓発」

【食べきり・水きり運動PRポスター】（R4～）

【令和３年 家庭ごみ組成調査結果】
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（３）発生抑制のための重点施策②
「多様なＩＴ媒体等を活用した情報提供」

（1）市内公共施設、公共交通機関に設置のデジタルサイネージを活用した啓発
（2）市ホームページや公式You Tubeチャンネルの活用した啓発
（3）意見交換会、3Ｒ推進スクール、出前講座を使った啓発
（4）環境フェアや各種イベントでの出展啓発
（5）小学生向けの副読本「美しい富山」、ごみ分別解説Ｑ＆Ａによる啓発 等

【啓発手段・手法の具体例】
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（１）背景

プラスチックは、幅広い製品や容器包装等に利用され、私たちの生活に欠か

せない素材となっている一方で、そのままでは分解されず、焼却時には温室

効果ガスが発生するなど、海洋プラスチックごみや気候変動など様々な問題

の要因となっています。貴重な化石燃料由来の素材であり、プラスチック資源

循環の促進等の重要性が高まっています。

令和４年4月には「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」が

施行され、プラスチックの包括的な資源循環体制を強化するため、設計・製

造、販売・提供、排出・回収・リサイクル等の各段階において取り組むべき事項

が示され、市町村においては、「プラスチック資源の分別回収及び再資源化」

に努めることとされました。

取組２ プラスチック資源一括回収の実施
（重点施策：プラスチック類のリサイクルの推進）



令和３年７月調査

（２）本市の現状
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プラスチック資源一括回収の実施
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（３）プラスチック資源一括回収の導入による効果

既に分別回収している「容器包装プラスチック」

と、現在は燃やせるごみとしている「製品プラス

チック」を一括して回収し再商品化する「プラス

チック資源一括回収」を導入することにより、ごみ

の減量化とあわせてプラスチックの資源化が進

み、市民のごみの分別意識が一層高まることが

期待されます。

（４）導入に向けた取組み
令和４年１１月の１カ月間、婦中地域を対象に、

プラスチック資源一括回収の実証事業を行い、そ

の効果や影響、課題等を検証します。

婦中地域での実証事業を踏まえ、全市域での

導入を検討します。

【婦中地域での実証事業：R4.11月】
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取組３ 家庭ごみ有料化制度導入の検討
（重点施策：家庭ごみの有料化）

（１）家庭ごみ有料化制度とは

●市町村が一般廃棄物処理についての「手数料」を徴収する行為

●費用負担を軽減しようとすることにより、ごみの排出を抑制したり、

資源物の再利用を促進したりする仕組み

※手数料を上乗せせずに販売される指定袋（一定の規格を有するごみ袋）は、

「ごみ有料化」に該当しません
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（２）家庭ごみ有料化制度を導入した場合の期待される効果

① ごみ処理手数料の費用負担を軽減しようとするインセンティブ

（動機付け）が生まれ、ごみの発生が抑制される。

② ごみの排出量に応じた手数料となることで、排出量が多い人と

少ない人との負担の差が明確になり公平性が確保される。

③ ごみに対する関心が一層高まり、ごみ処理のコスト意識やごみ

の排出抑制、分別の必要性への気づきが促される。
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（２）家庭ごみ有料化制度を導入した場合の期待される効果（続き）
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（３）全国の有料化制度導入状況

（４）有料化制度の内容（先行自治体の状況）

①対象・対象外

対 象 燃やせるごみ、燃やせないごみ

対象外 資源物、ボランティア清掃ごみ、剪定枝・落ち葉刈草 など
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（４）有料化制度の内容（先行自治体の状況）

②手数料の徴収方法

「専用ごみ袋」・「シール」があり、ほとんどの自治体で「専用ごみ袋方式」を採用していま
すが、袋に入らない場合に「シール」を貼付するなど併用している例も見られます。

方 式 専用ごみ袋方式 シール方式

ごみの出し方 容量別の専用ごみ袋に入れ、口を

しばって出す。

ビニール袋や半透明の袋などにシールを貼

り付けて出す。

収集作業への
影響

専用ごみ袋の色や表示を工夫する

ことで、円滑な収集作業が可能。

シールの添付を確認する必要があるため、

作業効率が低下する。

大きなごみへの
対応

ごみ袋に入らない場合の対応を

検討する必要がある。

ごみ袋に入らない大きさや形状のごみに

は、シールの貼付で対応可能。

【各方式の特徴比較】

「専用ごみ袋」の種類

各世帯の排出状況に応じて袋の大きさを選択できるよう、様々な大きさの専用ごみ

袋が作成されています。（例 ： 最小5リットル ～ 最大45リットル）
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③手数料の料金体系

料金体系の種類 仕組み

①排出量単純比例型 ごみの排出量に応じて手数料を負担する（均一従量制）

②排出量多段階比例型 排出量が一定量を超えた段階で、単位ごみ量あたりの

料金水準が引き上げられる方式（累進従量制）

③一定量無料型 排出量が一定量になるまでは無料。排出量が一定量を

超えるとその量に応じて手数料を負担する

※先行自治体の約90％で 「①排出量単純比例型」 を採用しています

④手数料の料金水準

国の手引きでは「手数料の料金水準を設定する際には、一般廃棄物の排出抑

制及び再生利用の推進への効果や住民の受容性、周辺市町村における料金水

準などを考慮する。」とされています。



④手数料の料金水準（続き）
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④手数料の料金水準（続き）
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⑤負担軽減の対象

先行自治体では、「生活保護受給世帯」、「乳幼児・高齢者・障がい者などで『紙おむつ』を

使用する世帯」など、配慮が必要と考えられる場合に、一定数の「専用ごみ袋」を配布して

いる例もあります。

⑥手数料収入の使途

使 途 内 容

リサイクルの推進 ●資源ごみの集団回収・地区回収への支援

●資源ごみの処理費用

●リサイクル施設の整備費用

意識啓発 ●発生抑制及び再使用の推進のための周知・啓発事業

制度運営経費 ●専用ごみ袋の作成等管理運営費用

その他 ●ごみ処理施設整備費用

●廃棄物処理費用

●地域コミュニティの活性化施策 など

【先行自治体の例】
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市民の皆さんのご理解とご協力をいただきながら、取組１・2・３を

着実に実施し、富山市の家庭ごみの減量化を進めてまいります。

５ 今後の進め方

（再掲）



家庭ごみ減量化施策についての意見交換会

ご清聴ありがとうございました

引き続き、ごみの減量化にご協力をお願いいたします


